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総務委員会委員長報告（案） 

               平成２６年３月２４日 

総務委員会の委員長報告を申し上げます。 

総務委員会に付託されました、議案３件、陳情1件の審査につき

まして、審査の過程における各委員からの討論及び審査結果につい

て審査経過順に報告します。 

 まず、はじめに、「陳情第１号 秘密保護法の撤廃を求める国へ

の意見書提出に関する陳情書」について申し上げます。 

 本陳情は、昨年の臨時国会で制定された、特定秘密の保護に関す

る法律には、地方自治法に関して重大な問題点があり、国に対し  

廃止・撤廃を求める意見書の提出を求めるものであります。 

審査の過程における討論として、 

１．採択の立場で討論する。 

陳情項目や陳情趣旨における、陳情者のこの「特定秘密の保護に

関する法律」に対する不安や曖昧さについては理解が出来る。執行

部との質疑で、何が秘密となっているのかが良く分からないという

ことも明らかになった。また、同法第６条や同法第７条で具体的な
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指摘が陳情書にあるが、それについても否定する事は出来ない。さ

らに、これまでの日本社会において一定の秘密が守られてきたこと

から、秘密を維持してくる事が出来たという執行部の見解を前提に

すれば、秘密保護法をわざわざ作ってまで、規定を盛り込まなくて

いいのではないかということを指摘し陳情に賛成する。 

２．不採択の立場で討論する。 

日本にはその情報管理に関する法律がなかったことから、海外諸

国から見ると、日本に情報提供するとそれが漏れるおそれがあると

不安、懸念があったと言われていた。このため、外交、防衛、テロ

に関し、法律の制定の必要性があったと考えている。一方、同時に

国民の知る権利は確保しなければならない。この秘密保護と知る 

権利とのバランスが最大の争点であったと思うが、秘密保護法第 

２２条にはこの法律の解釈適用について、知る権利の保障や報道の

自由への配慮が明記をされている。 

知る権利を守るため、特定秘密の報道は脅迫などの法令違反や 

著しく不当な方法による取材以外は正当な業務と明記し、正当な 

業務である限り処罰できないとある。よって取材は担保されており、



3 

 

さらに、国民が特定秘密を取得したとしても、それが外国の利益を

図ったり、日本の安全と国民の生命を害する目的でない限り   

処罰されないと定められてる。 

原発事故の問題等については、市民生活に支障をきたすことや 

影響が出ることはないこと等も明記されていて、原発事故等に   

ついては除外をされていると認識している。 

以上のことから、国民の安全や国益を守るうえで必要な法律で 

あると判断しこの陳情に反対する。 

３．不採択の立場で討論する。 

我が党は、政府の当初案について、次の４点について大幅に修正

をさせた。 

1点目は、国民の「知る権利」を条文に明記し、特定秘密への取

材行為を正当業務として不処罰にした。2 点目は、特定秘密の指

定・解除の統一基準作成などで首相に助言する有識者会議を設置す

るよう求めた。3点目は、特定秘密の指定期間の延長を原則30年

以内に定め、それ以上は閣議決定が必要とした。4点目は、我が国

の憲政史上これまでなかった、閣議の議事録作成を義務付ける  
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公文書管理法改正案の提出を安倍首相に確約をさせた。これらによ

り、国の安全保障上、どうしても守らなければいけない秘密の保護

と国民の「知る権利」のバランスを確保した。 

先の臨時国会で国家安全保障会議、日本版 NSC をつくったが、

この NSC が十分に機能するためにも、海外からの安全保障上の 

重要な情報を入手するためには、特定秘密保護法の成立が欠かせな

い。 

この法律には、戦前の治安維持法のように国民の思想・信条の 

侵害の恐れについては条文のどこにもなく、現行憲法できちんと 

守られている。 

また、特定秘密は防衛、外交、スパイ防止、テロ防止、四つの項

目に限定されており、原発の事故情報は今回の特定秘密の対象とな

っておらず、従来通り公開されることとなっている。 

さらに、各大臣が恣意的な特定秘密の指定を行わないように、 

あらかじめ政府が有識者の意見を聞いた上で、特定秘密の指定や 

解除に関する統一的な基準を策定することが法律に盛り込まれて

いる。 
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特定秘密の指定がどんどん広がらないように、きちっとした基準

の下で指定を行い、それをさらに監視しチェックし、独立性の高い

第三者機関を国会内に設置することで合意が図られていることか

ら本陳情には反対する。 

がありました。 

採決の結果、１対５を持って、不採択 すべきものと決定しました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

次に、「議案第２号 平成２５年度流山市一般会計補正予算（第

７号）」について申し上げます。  

本案は、歳入歳出とも決算的見地に立って補正するほか、国の 

経済対策に伴う前倒し事業に係る経費の補正で、既定の歳入歳出 

予算総額に歳入歳出それぞれ１４億５７２万９千円を増額し、予算

総額を４９５億９，２６２万７千円とするほか、継続費、繰越明許

費、債務負担行為及び地方債についての補正を行うものです。 

審査の過程における討論は、特になく、 

採決の結果、全会一致を持って、原案のとおり 可決 すべきもの

と決定しました。 
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

次に、議案第４号「流山市手数料条例の一部を改正する条例の 

制定」について申し上げます。 

本案は、消防法第１１条第１項前段の規定に基づく危険物の製造

所、貯蔵所又は取扱所の設置の許可申請に対する審査等に係る手数

料を引き上げるものです。 

審査の過程における討論は特になく、 

採決の結果、 全会一致 をもって原案のとおり 可決 すべき

ものと決定しました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

次に、議案第３号 「流山市職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例の制定について」申し上げます。 

本案は、５５歳に達した日後、最初に到来する４月１日以後に在

職する職員の昇給を抑制するほか、住居手当の額を改めるものです。 

審査の過程における討論として、 

１．反対の立場で討論する。 

アベノミクスの最後のカギは、給与の上昇だと指摘をしている。
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とりわけ今回、住居手当の対象になる職員は、若手職員であり、  

地域経済への影響も大きいと考える。 

また、５６歳以上の昇給停止についても、それぞれの各家庭が 

抱えている課題があり、これまでも、長年給料を減らされ続けて 

おり、さらに、５６歳以上の昇給停止となれば人生設計も大きく 

変わってくることになってしまうことから、今回の市職員の給与の

削減、住居手当の減額という事はやるべきでない。 

２．賛成の立場で討論する。 

流山市職員の給与は、従来から千葉県人事委員会勧告に準じて 

改正されていること、また、本議案の内容がその勧告に準じており、

地方公務員法の均衡の原則に基づいていることから賛成するもの

である。 

採決の結果、 ５対１ をもって原案のとおり 可決 すべきも

のと決定しました。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

以上で、総務委員会の委員長報告を終わります。 


